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1.  はじめに 
 
（１）会津若松市の概況 

会津若松市は、福島県の西部、会津盆地の東南に位置し、市域面積は 383.03ｋ㎡、地形は

東西に約 20 ㎞、南北に約 29 ㎞、海抜は 218.32ｍで山林面積が約 45％を占めており、平成

21 年７月１日現在で、人口 127,811 人、世帯数 48,782 世帯を有する。 

市内の公共交通は、ＪＲ磐越西線及び只見線、会津鉄道会津線の鉄道網と、ＪＲ会津若松駅

及び中心市街地と市の郊外部等を結ぶ路線バス（平成 21 年２月１日現在、『若松市街地生活

路線』が 24 系統、『生活交通路線』７系統、『市町村生活交通路線』５系統、合計 36 系統）

が運行されている。また、市民の利便性の向上及び市内中心部と支所所管地域との交流促進、

さらには主要公共施設等の利用促進を図るためのコミュニティバス（みなづる号、ピカリン号）

が運行されている。 

その他、湊、大戸、北会津及び河東地域における通学困難区域の児童・生徒の通学の用に供

するため、送迎バス（タクシー）を運行されている。 
 
（２）会津若松市の公共交通をとりまく課題 

会津若松市における公共交通をとりまく主な課題は以下の３点である。 
 
課題① 公共交通空白・不便地域の解消 

市内には人口が集積する市街地と集落が点在する地域など、様々な特性を有する地域が存

在する。今後ますます高齢社会が進行するなかにあって、バスサービスの提供が受けにくい

地域に対する対策（既存路線の再編、有効活用、乗合タクシー等の導入）が必要である。 
 

課題② 路線バス利用者数の減少 

生活交通路線及び市町村生活交通路線については、利用者数の減少と運行経費の増大等を

要因に欠損補助額は年々増加しており、その維持確保がますます困難な状況に陥っている。

路線の見直し(再編)及び実効性のある利用促進策を確立する必要がある。 
 

課題③ コミュニティバスの利用促進 

市の交通政策としてコミュニティバス路線が 2路線存在する。平成 20 年度の一便あたりの

乗車人数は北会津地域巡回バスが 7.62 人、河東地域コミュニティバスが 3.08 人でともに低

迷しており、見直し及び利用促進策により、持続可能な運行体制を確立する必要がある。 
 
（３）連携計画策定の目的 

地域公共交通は、社会経済活動の基盤であり、高齢者等の交通弱者の移動手段としての機能

のみならず、環境、交通安全、観光振興、さらには中心市街地活性化など、まちづくりとも密

接な関わりを有することから、市民の利便性をより向上させるとともに、ユニバーサルデザイ

ンに配慮した交通政策を計画的に展開するための指針とすべく、連携計画を策定する。 
 



 

2

2.  会津若松市地域公共交通総合連携計画の基本方針 
 本計画の前提となる全体理念、及び３つの基本方針を以下のように定める。 
 
●全体理念 

交通、まち、市民の連携による“会津若松ネットワーク”の構築 

 

●３つの基本方針 

方針１ 方針２ 方針３ 

市民が移動しやすい 

公共交通体系の構築 

まちの活性化につながる 

公共交通体系の構築 
市民や地域に根付いた 

持続的な公共交通の実現 

 
※連携計画においては、事業実施にあたって主に以下関係者の連携がポイントである。 

○交通事業者 ： バス事業者、タクシー事業者 

○地域組織  ： 商工会議所及び観光協会等の地域組織 

○地域住民  ： 沿線の地域住民 

○関係行政  ： 会津若松市 

○その他   ： 沿線病院、商業施設、学校、企業等 

 

3.  会津若松市地域公共交通総合連携計画の区域 
会津若松市域を計画の区域とする。 

         

会津若松駅

西若松駅

天栄村

西郷村

柳津町

会津若松市
会津美里町

昭和村
只見町

檜枝岐村

三
島
町

西会津町

郡山市

猪苗代町

湯川村

磐梯町

金山町

会津坂下町

須賀川市

ＪＲ
只
見
線

ＪＲ磐越西線

Ｊ
Ｒ
磐
越
西
線

会
津
線

野
岩
鉄
道

栃木県

新潟県

南会津町

下郷町

 

福島県

会津若松市 

会
津
鬼
怒
川
線 
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4.  会津若松市地域公共交通総合連携計画の目標 
 基本方針を実現させるため、具体的な目標を以下のように定める。 
 

方針１ 市民が移動しやすい公共交通体系の構築 
 

目標 1-1> 既存公共交通の運行の効率化と利便性向上 

（⇒既存公共交通の見直しによる公共交通サービス水準の向上） 

目標 1-2> 既存交通資源の有効活用や新たな交通システムの導入 

（⇒既存資源活用、新たな交通システム導入による公共交通サービス水準の向上）

目標 1-3> 公共交通の相互連携の強化 

（⇒公共交通間の乗換えや連続利用のしやすさの向上） 

 

 

方針２ まちの活性化につながる公共交通体系の構築 
 

目標 2-1> 歩いて暮らせるまちづくりに資する公共交通機能の確保 

（⇒まち、地域の活性化、交流人口の増大） 

目標 2-2> 観光・商業との連携強化 

（⇒観光、商業の活性化、中心市街地の来訪者の増大） 

 

 

方針３ 市民や地域に根付いた持続的な公共交通の実現 
 

目標 3-1> 市民の利用促進 

（⇒市民の公共交通利用機会の増加、環境負荷の低減） 

目標 3-2> 公共交通維持の意識啓発 

（⇒市民の公共交通利用意識、サポート意識の向上） 
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＜評価指標の設定＞ 
 

本計画の推進を通じて、目標の達成状況を確認するための評価指標を以下のとおり定める。なお、

一つの評価指標が、複数の目標達成状況を確認する指標となる場合があるため、目標と評価指標の関

係性について次頁に整理する。 
  

評価指標 現状 目標の設定（平成 28 年度） 

<指標１> 

市内路線バスの利用

人数の維持、増加 

市内路線バスの年間利用者数 

平成 20 年度※ 

230 万人／年 

（会津乗合㈱ 資料）

     

＜指標２＞ 

コミュニティバス 

利用人数の増加 

コミュニティバス 2路線の 

年間利用人数 

平成 20 年度※ 

21,378 人／年 

（会津若松市 資料）

     

＜指標３＞ 

移動利便性が 

向上した町内会数 

スクールバス混乗事業により 

移動利便性が向上した町内会数 

平成 21 年度 

６町内会      
（会津若松市 資料）

     

＜指標４＞ 

観光客入込数 

年間観光客入込数 

平成 20 年度※ 

3,317 千人 
（会津若松市 資料）

     

＜指標５＞ 

地域のバス運行 

サポート組織数 

地域のバス運行サポート組織数 

平成 21 年度 

２組織 
（会津若松市 資料）

     

＜指標６＞ 

地域住民の 

参画機会の増加 

シンポジウムなどの地域住民の 

参画機会 

平成 21 年度 

ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑの実績なし 

     

※ 計画策定時のデータ整理上、指標１～4は現状値として平成 20 年度実績を使用した。 

 

現状維持 

230 万人／年 

増加 

73,300 人／年

増加 

20 町内会 

増加 

4,000 千人／年

増加 

ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ 1回／年

増加 

６組織 
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＜目標と評価指標の関係性＞ 
 

目標と評価指標が直接的な関係性にあるものを○として示した。 
 

評価
指標

<指標１>
市内路線バスの
利用人数の維
持、増加

＜指標２＞
コミュニティバ
ス利用人数の増
加

＜指標３＞
移動利便性が向
上した町内会数

＜指標４＞
観光客入込数

＜指標５＞
地域のバス運行
サポート組織数

＜指標６＞
地域住民の参画
機会の増加

現状 230万人／年
(H20年度）

21,378人／年
(H20年度）

スクールバス混乗事
業により６町内会
(H21年度）

3,317千人
(平成20年度）

２組織
(H21年度）

・ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ　実績なし

データ （会津乗合㈱　資料） （会津若松市　資料） （会津若松市　資料） （会津若松市　資料） （会津若松市　資料） ―

目標
設定
(H28年
度）

現状維持

（230万人／年）

増　　加

（73,300人／年）

増　　加

（20町内会）

増　　加

（4,000千人／年）

増　　加

（６組織）

増　　加

(ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ1回／年)

目標1-1

既存公共交
通の運行の
効率化と利
便性向上

⇒

○既存公共交通
の運行の効率化
と利便性の向上
により、市内路
線バス利用人数
の維持を目指す

○コミュニティ
バス運行の効率
化と利便性の向
上により、利用
人数の増加及び
収支率の改善を
目指す

― ― ― ―

目標1-2

既存交通資
源の活用や
新たな交通
システムの
導入

⇒ ― ―

○既存交通資源
の活用や新たな
交通システムの
導入により、交
通空白地域等の
解消を目指す

― ― ―

目標1-3

公共交通の
相互連携の
強化

⇒

○公共交通の相
互連携の強化に
より、市内路線
バス利用人数の
増加を目指す

○公共交通の相
互連携の強化に
より、コミュニ
ティバス利用人
数の増加及び収
支率の改善を目
指す

― ― ― ―

目標2-1

歩いて暮ら
せるまちづ
くりに資す
る公共交通
機能の確保

⇒

○歩いて暮らせ
るまちづくりに
資する公共交通
機能の確保によ
り、市内路線バ
ス利用人数の維
持を目指す

― ― ― ― ―

目標2-2

観光・商業
との連携強
化

⇒ ― ― ―

○観光・商業と
の連携強化によ
り、観光客等来
訪者数の増加を
目指す

― ―

目標3-1

市民の利用
促進

⇒ ― ― ― ―

○地域で公共交
通を支える機運
を高めるため、
運行サポート組
織の充実を目指
す

―

目標3-2

公共交通維
持の意識啓
発

⇒ ― ― ― ― ―

○シンポジウム
等の開催を通し
て、地域住民の
参画機会の拡充
を目指す

方針３

市民や地
域に根付
いた持続
的な公共
交通の実
現

方針１

市民が移
動しやす
い公共交
通体系の
構築

方針２

まちの活
性化につ
ながる公
共交通体
系の構築

目標設定

区　　分
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5.  目標を達成するために行う事業及び実施主体 
 基本方針ごとに定めた目標を達成するために行う事業及び実施主体を以下のように定める。 
 

方針１ 市民が移動しやすい公共交通体系の構築 
 

事業 年度 
目標 事業（○：大項目、・：個別事業） 

実施主体 22 23 24 25 26 27 28

○定期路線バスの運行の効率化 

・運行経路、運行ダイヤの見直し 
・乗り換えシステムの構築 

乗合事業者 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

○みなづる号の運行の効率化、利便性向上

 ・運行経路、運行ダイヤの見直し  
・地域との連携 

 ・利用促進に係る情報発信  
・路線バスとの相互補完機能 
 ・地域イベントとの連携 

市 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 
〔目標 1-1〕 

既存公共交

通の運行の

効率化と利

便性向上 ○ピカリン号の運行の効率化、利便性向上

 ・運行経路、運行ダイヤの見直し  
・地域との連携 

 ・利用促進に係る情報発信  
・スクールバス機能の付加 

 ・地域イベントとの連携 

市 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

○新たな交通システムの導入 

・空白地区、不便地区へのサービス提供  

・乗合タクシー等の新たな交通手段の導入

検討 

乗合事業者 
乗用事業者 

■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

○路線バスとスクールバスとの統合運行 

・路線バスとスクールバスの統合化 
・スクールバスの一般利用化 

市 
乗合事業者 
貸切事業者 

■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

〔目標 1-2〕 

 

既存交通資

源の有効活

用や新たな

交通システ

ムの導入 ○福祉バス、医療バス等の有効活用 

 ・福祉施設バス及び病院バスの一般高齢者

等の利用 
市 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

○乗換拠点の整備 

（乗換えによるネットワーク） 

・乗換え、待合施設の整備 
・乗換え案内の整備 

市 
乗合事業者 

■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

○バス交通情報提供の充実 

・路線整備、ダイヤ接続情報、利用方法等

の情報提供 
・高齢者用公共交通利用マップ 
・時刻表の作成、配布 

市 
乗合事業者 
貸切事業者 

■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

〔目標 1-3〕 

 

公共交通の

相互連携の

強化 

○鉄道とバス交通の運行サービス連携 

・鉄道とバスのダイヤ等の連続性の確保 
乗合事業者 
鉄道事業者 

■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 
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方針２ まちの活性化につながる公共交通体系の構築  
 

事業 年度 
目標 事業（○：大項目、・：個別事業） 

実施主体 22 23 24 25 26 27 28

○中心市街地における 

定期路線バス機能の維持 

 ・市街地生活路線の維持 
 ・補助路線の維持 

乗合事業者 
市 

■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 
〔目標 2-1〕 

 
歩いて暮ら

せるまちづ

くりに資す

る公共交通

機能の確保 

○高齢者等が利用しやすい 

公共交通サービスの提供 

・病院循環バスの運行と利用案内の作成 
 ・高齢者運賃割引制度 
 ・運転免許自主返納者運賃割引制度 
 ・バリアフリーに配慮した施設、設備等

の整備 

乗合事業者 
商工会議所 
市 

■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

○観光客が利用しやすい 

公共交通サービスの提供 

・観光利用促進のための沿線情報や散策

路を掲載したマップの作成 
 ・まちなか周遊バスの充実 

乗合事業者 
市 

■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

〔目標 2-2〕 

 

観光・商業

との連携強

化 

○商店街利用と公共交通利用の 

相乗効果の促進 

・公共交通利用チラシの設置及び案内板

の設置 
 ・公共交通機関利用者に対する買物割引

乗車券や沿線施設割引券等の企画 
 ・商業施設敷地内への車両の乗り入れ 

乗合事業者 
商工会議所 

市 
■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 
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方針３ 市民や地域に根付いた持続的な公共交通の実現 
 

事業 年度 
目標 事業（○：大項目、・：個別事業） 

実施主体 22 23 24 25 26 27 28

○バス交通サポート運動の推進 

・地域で支えるバスサポート組織、活動 
・バス利用に係る市民イベントの実施 

市 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 〔目標 3-1〕 

 
市民の利用

促進 

 

○企業や事業所等による通勤利用促進 

・企業モビリティマネジメント 
・ノーマイカーデーの実施 

市 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

○市民が公共交通を考える機会の提供 

・公共交通利用促進フォーラム、シンポ

ジウムの開催 
・公共交通を考えるワークショップの 
開催 

市 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 〔目標 3-2〕 

 
公共交通維

持の意識啓

発 

○バス停等の快適化の実施 

・地域住民による快適化サポート 
（美化活動） 
・バス維持意識の啓発 

市 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 

※実施年度には、協議、検討、一部実施も含む。 

 

6.  計画期間 
平成 22 年度～平成 28 年度 （平成 22 年４月～平成 29 年３月） 



参 考 資 料 
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１）会津若松市における公共交通の整備状況、利用状況 

①公共交通の整備状況 

会津若松市では、会津若松駅や中心部から市域を放射状に、鉄道（ＪＲ磐越西線、只見線、会津鉄

道会津線）、路線バス、コミュニティバスが整備されている。 

バス路線は、平成 21 年２月１日現在、市内唯一の一般乗合旅客自動車運送事業者により『若松市

街地生活路線』が 24 系統、広域・幹線的路線である『生活交通路線』が７系統、地域住民の移動の

足としての『市町村生活交通路線』が５系統、合計 36 系統が運行されており、ほぼ全ての路線がＪ

Ｒ会津若松駅と中心市街地に接続している。また、生活交通路線のほか、市町村合併に伴う行政区域

の拡大に対応し、北会津地域巡回バス『ピカリン号』（１日６便循環型）、河東地域コミュニティバス

『みなづる号』（１日 10 便往復型）のコミュニティバス２路線を運行している。 
 

②公共交通空白・不便地域の存在 

市内には、人口が集積する中心部や集落が点在する郊外部や中山間地域など、様々な地域特性を有

している。特に郊外部においては、バス停勢圏や駅勢圏に含まれないエリアや集落等（交通空白地域）

が存在し、また、路線バスが運行されているものの運行本数が少なく、サービス水準が低い不便地域

も存在している。このような地域においては、特に高齢者等の交通弱者といわれる方々にとって、中

心市街地への買い物や医療機関の受診等において不便を来たしているといえる。 

市民アンケートでは、最寄りバス停までの徒歩での所要時間が６分以上（概ね 500m）の割合が高い

地域やバス停までの距離の不満度が高い地域もみられており、サービスの改善が必要とされる。 

 

【参考資料１】 基本方針、目標の設定について 

●駅・バス停勢力圏半径 500ｍの状況 ●バス路線のサービス状況（平日の運行本数） 

5 本未満/日 

ハイカラさん



 
10

③重複路線の存在 

市内の路線バスは、会津若松駅や中心部より市域を放射状に運行しているため中心部においては複

数の路線が集まっている。さらに、観光、生活対応の両面から循環路線（まちなか周遊バス、市内１

～６コースなど）が中心部に整備されているため、複数路線が重複する状況もみられる。また、コミ

ュニティバス路線についても、一部路線やカバーエリアの重複などが発生している。 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④市民のバス利用状況 

市民の通勤通学における利用交通手段は、自家用車利用の 63.7％、自転車利用の 20.7％に比べ公共

交通は 7.6％と低く、乗合バスはわずか 3.3％の利用である。市民アンケート結果をみても、バスの利

用頻度は「利用しない（していない）」が 64.1％と最も高い割合を占めており、週１回以上の利用回

答は１割にも満たない状況である。 

 
 
 

●中心部のバス路線の整備状況・その１ ●中心部のバス路線の整備状況・その２（系統別） 

中心部の路線の重複 

●市民のバスの利用頻度 【市民アンケート】 

n=2139

その他
8.3%

月１日程度
6.8%

利用しない
（していない）

64.1%

無回答
7.8%

週１～２日
2.5%

週３～４日
1.7%

月２～３日
6.9%

週５日以上
1.8%

 ハイヤー･タクシー,
0.5%

 オートバイ, 1.7%

 自家用車, 63.7%

 勤め先･学校のバス,
1.9%

 乗合バス, 3.3%

 鉄道･電車, 2.4%

 徒歩だけ, 8.7% その他, 1.2%

 自転車, 20.7%

●通勤通学における利用交通手段（15歳以上の市内在住者）

【出典：H12 国勢調査】

公共交通 7.6％

（バス 3.3％）

ハイカラさん
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⑤バス運行に対する市の欠損補助状況 

平成 14 年２月、バスサービスの向上・多様化を図るため需給調整規制の廃止を柱とする改正道路

運送法が施行されて以降、過疎・中山間地域等においては不採算路線からの撤退が進むなど全国的な

問題となっている。会津若松市では、市内のバス路線維持の観点から、一部の路線について、生活交

通路線及び市町村生活交通路線として欠損補助を行っている。利用者数の減少等を要因に欠損補助額

は年々増加しており、平成 20 年度の実績で、欠損補助額は約 4,500 万円となっている。今後の市内バ

ス路線を維持するため、路線の見直し（効率化）や実効性のある利用促進策の確立が課題となってい

る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑥スクールバスの運行 

湊、大戸、北会津及び河東地域における通学困難区域の児童・生徒の通学の用に供するため、送迎

バス（タクシー）を運行している。また、『市遠距離通学の助成に関する規則』に基づき、通学距離等

一定の要件に合致し、路線バス等の交通機関を利用する児童・生徒へ対しては定期乗車券等を支給し

ている。 

平成 21 年４月より、湊、大戸地区においてスクールバスの一般混乗運行を開始し、またスクールバ

ス利用者が一般バス路線を利用できるようダイヤの改善等の工夫も行っている。 

公共交通を考える上で、スクールバス運行や児童・生徒の通学の観点からも、公共交通体系として

の運行の効率化、交通手段の確保の検討が必要となる。 

方針１の設定 

方針１ 市民が移動しやすい公共交通体系の構築 

＜目標 1-1＞既存公共交通の運行の効率化と利便性向上

＜目標 1-2＞既存交通資源の有効活用や 

新たな交通システムの導入 

＜目標 1-3＞公共交通の相互連携の強化 

①公共交通の整備状況 

②公共交通空白・不便地域の存在 

③重複路線の存在 

⑤バス運行への市の欠損補助状況 

⑥スクールバスの運行 

④市民のバス利用状況 

●「生活交通路線」の欠損実績 【会津若松市環境生活課資料】 

本郷 住吉町経由永井野 年貢町経由永井野 七日町・坂下 塩川・喜多方 熊倉・喜多方 原・長谷川

平成20年度欠損実績（A） 22,912,721 1,080,321 1,042,489 1,374,046 2,461,748 3,811,289 2,912,704 10,230,124

収支率５５％を満たす分
の補助額（B）

2,097,005 0 0 0 0 0 450,581 1,646,424

欠損補助要請額（A＋B） 25,009,726 1,080,321 1,042,489 1,374,046 2,461,748 3,811,289 3,363,285 11,876,548

内容 合計
内訳

●「市町村生活交通路線」の欠損実績 【会津若松市環境生活課資料】 

金堀 循環芦の牧 新鶴温泉 笈川 高坂

平成20年度欠損実績 20,185,217 4,788,349 7,771,108 2,821,189 4,661,403 143,168

内容 合計
内訳
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２）地域の特性、公共交通の利用実態 

①人口減少、少子化、人口分布 

会津若松市の人口は、平成７年度をピークに減少傾向にあり、平成 17 年度では 131,389 人（対平成

12 年比-3.1 ポイント）に減少している。一方、高齢化率は、平成 17 年度では 23.0％となり、昭和 55

年度に比較し 2.2 倍に上昇している。市内の人口の減少、通学客の減少などが公共交通利用者の減少

の一因となっていると考えられる。 

人口密度、高齢化率の分布をみると、中心部において人口密度が高くなる一方、高齢化率は市の周

辺部（郊外部）において高い傾向がみられる。次項にて示すが、高齢者は外出手段としてバス交通に

依存する年齢層であり、高齢化率の高い郊外部への対応も含めた公共交通の整備が必要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

130,883

134,912
136,336

137,065

135,415

131,389

122,000

125,000

128,000

131,000

134,000

137,000

140,000

（人）

S55年度 S60年度 H2年度 H7年度 H12年度 H17年度

10.3%
11.7%

14.2%

17.3%

20.3%

23.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

S55年度 S60年度 H2年度 H7年度 H12年度 H17年度

●会津若松市の人口推移 【国勢調査】 ●会津若松市の高齢化率推移 【国勢調査】 

●会津若松市の人口密度分布 【Ｈ17年度国勢調査】 ●会津若松市の高齢化率分布 【Ｈ17年度国勢調査】
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②生活利用としての公共交通利用 

生活交通としてのバス交通の利用状況を目的別にみると、「通勤・通学」、「通院」、「買物」の全てで

自動車への依存が強く、バスの利用割合は「通勤・通学」、「通院」は１割に満たない。比較的利用割

合の高い「買物」においても１割強程度である。（市民アンケート結果） 

また、年齢別のバスの利用頻度をみると、65 歳以上の高齢者において路線バスの利用割合が高くな

っており、高齢者ほどバス交通に依存している傾向が把握できる。なお、高齢者のバス利用目的では

「買物」及び「通院」の割合が高い。一方、10 代では「通勤・通学」の割合が高くなっているものの、

10 代の通勤・通学時の交通手段において、バス利用の割合は２割に満たない（自転車または自動車の

送迎に依存している）。 

今後は、路線バスの運行サービスの向上を図るなど、生活交通として高齢者等にやさしい交通手段

を目指すとともに、幅広い年齢層に利用されるような運行体系の構築が求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●通院時の交通手段（通院者のみ回答） 

【市民アンケート】 

●買物時の交通手段（買物に出かける方のみ回答）

【市民アンケート】 

●通勤・通学時の交通手段（通勤・通学者のみ回答）

【市民アンケート】 

65.5%

8.2%

2.2%

6.6%

1.1%

2.3%

19.5%

14.9%

0.9%

6.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

自家用車
(自分で運転)

自家用車
(送迎による)

鉄道

バス

タクシー

バイク
(原付含む)

自転車

徒歩

その他

無回答 n=1065

62.6%

14.5%

0.4%

5.6%

2.5%

1.6%

23.2%

20.5%

0.3%

1.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

自家用車
(自分で運転)

自家用車
(送迎による)

鉄道

バス

タクシー

バイク
(原付含む)

自転車

徒歩

その他

無回答 n=1979

48.3%

17.9%

0.7%

12.0%

9.4%

1.6%

18.4%

18.2%

1.1%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

自家用車
(自分で運転)

自家用車
(送迎による)

鉄道

バス

タクシー

バイク
(原付含む)

自転車

徒歩

その他

無回答 n=1025

6.5

2.0

3.9

5.9

5.2

6.7

11.5

11.4

15.5

12.2

6.9

5.2

4.7

9.0

10.2

11.4

9.2

8.2

6.8

5.2

8.3

9.5

10.4

9.8

8.1

5.5

7.2

8.2

8.3

70.1

82.8

79.9

76.7

70.8

60.4

50.6

46.2

45.9

46.9

64.1

3.9

0.7

2.9

3.8

4.5

8.2

13.2

14.8

14.0

18.4

7.8
1.8

1.4

0.8

0.4

1.2

1.6

2.8

1.0

4.5

週５日以上

1.7

4.1

2.9

3.8

2.6

2.4

1.2

0.9

週３～４日

2.5

3.9

3.4

2.4

1.9

0.9

1.0

0.7

週１～２日

4.9

1.3

2.5

3.7

月２～３日

4.1

4.4

2.2

月１日程度

5.2

その他 利用しない 無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

10代

20代

30代

40代

50代

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75歳～

無回答

合　計

n=77

n=134

n=204

n=317

n=425

n=235

n=236

n=49

n=2139

n=255

n=207

3.9%

36.4%

19.5%

19.5%

1.3%

0.0%

71.4%

26.0%

0.0%

5.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

自家用車(自分で運転)

自家用車(送迎による)

鉄道

バス

タクシー

バイク(原付含む)

自転車

徒歩

その他

無回答 n=77

●通勤・通学時の交通手段（10代の回答） 【市民アンケート】 

●路線バスの利用頻度（年齢別） 【市民アンケート】 

●路線バスの利用目的（年齢別） 【市民アンケート】 

70.0

31.8

22.9

25.8

18.1

5.0

2.2

11.8

12.0

15.0

13.6

11.4

9.7

18.1

23.8

23.5

30.4

16.9

17.6

19.8

9.1

6.5

6.7

13.8

17.6

29.3

38.6

29.4

17.1

36.4

51.4

38.7

29.5

30.0

37.6

19.6

18.1

29.4

29.1

10.0

4.5

8.6

16.1

13.3

13.8

9.4

8.7

8.4

11.8

11.0

5.0

4.5

5.7

3.2

14.3

13.8

11.8

9.8

18.1

11.0

通勤・通学 買物 通院
娯楽や趣味

などの私事
その他 無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

10代

20代

30代

40代

50代

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75歳～

無回答

合　計

n=20

n=22

n=35

n=62

n=105

n=85

n=92

n=17

n=601

n=80

n=83
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③バス交通に対する市民ニーズ 

市民アンケートの結果では、市の中心部への距離が遠い地域（大戸地区や湊地区）においてバスサ

ービスを必要とする意見が多くなっている。また、路線バス必要性の理由として、「バスがあると将

来の移動手段について安心感が得られるから」が 36.8％と高く、次いで「バスが無いと自由に利用で

きる移動手段がなくなる」との回答が 12.0％であり、現在や将来においてバスが必要とする意見が多

く見られた。 

自宅付近のバス停留所までの距離が「遠い」「やや遠い」と感じている市民（全体の 14.2％）の新

たな交通サービスが導入された場合の利用意向は、「積極的に利用したい」「利用したい」が約６割と

なっている。 

今後は、公共交通利用者に対してはニーズに対する改善を図り、満足度の向上や利用頻度の増加、

また現在の公共交通非利用者（自動車依存層）に対しては、利用につなげる取り組みが必要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=2139

無回答
8.2%

あまり必要
と思わない
7.6%

やや必要と思う
19.2%

必要と思わない
4.3%

必要と思う
60.7%

●路線バスの必要性 【市民アンケート】 ●路線バスの必要性の理由 【市民アンケート】 

n=2139

バスがあると
車を運転せずに
外出ができるから

11.1%

バスが無いと外出を
家族等の送迎に頼る
必要があるから

7.0%

バスがあると
将来の移動手段
について安心感
を得られるから

36.8%

バスが無いと自由
に利用できる移動手段が

無くなるから
12.0%

無回答
10.4%

その他
7.5%

バスが無いと家族を
送迎する必要
が出てくるから

4.5%

バスが無くても
普段の外出に影響
を与えないから

10.7%

●自宅付近のバス停留所までの距離 【市民アンケート】 

n=305

利用しない
34.1%

利用したい
46.2%

無回答
7.9%

積極的に
利用したい
11.8%

●新たな交通サービスが導入された場合の利用意向 

（自宅付近のバス停留所までの距離で「遠い」「やや遠い」

（赤枠内）と回答した方のみ回答） 【市民アンケート】 

n=2139

近い
33.6%

やや遠い
8.9%

やや近い
18.4%

どちら
でもない

（近くも遠く
もない）
14.9%

無回答
9.4%

遠い
5.3%

わからない
9.5%
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④バスの観光利用 

会津若松市内には多くの観光施設（鶴ヶ

城、会津武家屋敷、飯盛山、東山温泉など）

が集積しており、多くの観光客が訪れてい

る。市内を周遊する観光客の足として、観

光周遊バス「ハイカラさん」が運行されて

おり、利用者数は増加傾向にあり、平成 20

年度の一便平均の利用者数は 34 人と定着

している。 

公共交通と観光の活性化を相乗効果と

とらえ、連携策を行っていくことが必要で

ある。 

 

 

 

⑤バス交通と中心市街地活性化の関係性 

会津若松市の中心市街地活性化の取り組みとして行われた

『歩いて暮らせるまちづくり』社会実験では、人と車の共生や

人と人のふれあい、賑わいが目標とされ、さらに身近な交通手

段としてバスやジャンボタクシーの運行がメニューとされてい

る。福島県商業まちづくり推進条例においても商業まちづくり

のための公共交通機関の活用や利用促進が示されている。 

こうした取り組みを受け、中心市街地や商店と公共交通活性

化として一体的に取り組むことで、双方の活性化の促進が期待

できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方針２の設定 

方針２ まちの活性化につながる公共交通体系の構築

＜目標 2-1＞歩いて暮らせるまちづくりに資する 

公共交通機能の確保 

＜目標 2-2＞観光・商業との連携強化 

①人口減少、少子化、人口分布 

②生活利用としての公共交通利用 

③バス交通に対する市民ニーズ 

④バスの観光利用 

⑤バス交通と中心市街地活性化 

96.8

244.6 330.2

443.4

546.2

711.7
673.3

9.4

15.0 15.8

21.8

26.0

34.2 34.0

0.0

100.0

200.0

300.0

400.0

500.0

600.0

700.0

800.0
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年
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年
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平
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平
成
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年

一
日
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均
利
用
者
数
（
人
）

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

一
便
平
均
利
用
者
数
（
人
）一日平均

一便平均

●観光周遊バス「ハイカラさん」の利用状況（経年変化） 

【会津若松市観光課（会津若松市ＨＰ）】 

●歩いて暮らせるまちづくりの取り組み【会津若松

市中心市街地活性化協議会報告書（Ｈ20.3）】 
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３）公共交通の地域との関わり 

①公共交通への関心向上の必要性 

 市民の公共交通への関心については、市民アンケー
トの結果より、自宅付近のバス停の位置は知っている

ものの、バスの運行時間、経路・行き先、運賃など「知

らない」、「わかりにくい」という回答者が５割以上と

なっており、決して関心が高いとはいえない。また、

バスの運行情報の認知方法としては、市や事業者の路

線案内（パンフレットやホームページ）を見て知った

という回答者が３割程度となっている。市民の公共交

通への関心を高めるためには、市や事業者の路線案内

だけでなく、あらゆる生活及び観光の場面において、

公共交通の運行情報に触れる機会を増やし、市民の公

共交通の利用促進を図っていく必要がある。 

 

②市民参画及び地域交流の可能性 

市民参画については、市民アンケートの結果より、住民

によるバス路線計画への取り組み意向として、「企画に対

し意見・要望をのべる」が２割を占め、「回数券の購入な

ど運行費用を負担する」「停留所付近の清掃や植栽などの

維持管理を行う」がそれぞれ１割を超えており、市民の意

識は確実にあることが分かる。この潜在的な参画意識を引

き出すための取り組みが公共交通の利用促進につながる

と考えられる。 

また、バス路線沿線の商店街や各種施設などと連携し、

交通事業者単独ではなく、地域全体として公共交通を支え

合っていくことが重要である。 

 

③地域のサポート体制の形成 

コミュニティバスについては、北会津地域及び河東地域

それぞれに各関係機関、団体の代表者により構成する『運

行サポート委員会』を組織するとともに、パンフレットや

市政だよりなどをはじめとするさまざまな媒体を通して

利用促進に努めてきた経過にある。 

今後は、コミュニティバスだけでなく路線バス等においても、地域のサポート体制を形成し地域で

バス等の公共交通を支える機運を高め、持続可能な運行体制を確立していくことが必要である。 

 
方針３の設定 

方針３ 市民や地域に根付いた持続的な公共交通の実現

＜目標 3-1＞市民の利用促進 

＜目標 3-2＞公共交通維持の意識啓発 

①公共交通への関心向上の必要性 

②市民参画及び地域交流の可能性 

③地域のサポート体制の形成 

3.6%

4.9%

20.7%

11.5%

13.8%

5.9%

28.2%

3.9%

24.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

企画自体に参画する

路線（運行経路）やダイヤ
などの検討内容について

企画に対し意見・要望をのべる

停留所付近の清掃や植栽
などの維持管理を行う

回数券の購入など
運行費用を負担する

運行後のＰＲ活動を行う

特に何もしない

その他

無回答

n=305

●地域のバスの見直しについて一住民に 

よるバス路線計画への取り組み意向 【市民アンケート】

63.3

35.4

32.0

23.0

12.9

17.4

24.9

16.0

14.1

35.4

30.0

47.2

9.8

11.7

13.1

13.7

わかりやすい わかりにくい 知らない 無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

自宅付近の
バス停留所
の位置

バスの運行時刻

バスの運行経路
や行き先

主な目的地
までの運賃

n=2139

●バス路線や運行情報の認知状況 【市民アンケート】

●バス路線や運行情報の認知方法 【市民アンケート】

40.1%

8.7%

28.7%

4.5%

13.1%

22.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

自宅付近のバス停留所を見て知った

バスが走っているのを見て知った

市やバス事業者の路線案内(パンフレ
ットやホームページなど)を見て知った

その他

バスの路線や時刻表などは知らない

無回答 n=2139

●北会津地域巡回バス運行サポート委員会 

 平成 18年６月 27日設立【ピカリン号資料】 
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方針１ 市民が移動しやすい公共交通体系の構築 

＜目標 1-1＞既存公共交通の運行の効率化と利便性向上 

①定期路線バスの運行の効率化 

会津若松市では、市内のバス路線維持の観点から、

一部の路線について、生活交通路線及び市町村生活交

通路線として欠損補助を行っている。利用者数の減少

等を要因に欠損補助額は年々増加しており、路線によ

っては今後の存続について課題を抱える。 

経常損失額、経常損失の比率について個別にみる

と、「10-1.若松・原線（長谷川線）」、「13. 笈川線」、

「14.塩川・喜多方線」、「15.熊倉・喜多方線」の４路

線が経常損失額と経常損失の比率の両者の視点では

課題となる路線である。 

このような定期路線バスを中心として、コスト縮減

及び運行サービスの維持・増進を図るため、運行効率

化に向けた施策に取り組む必要がある。 

 

 

②みなづる号の運行の効率化、利便性向上 

みなづる号は河東地域のコミュニティバスとして運行され

ているが、利用者数が伸び悩んでいる。 

各種調査結果をみると、「利用者調査」より、観光利用が少

なく、通勤・通院利用が多いことから、生活交通としての機能

を強化し、会津藩校日新館や飯盛山等の観光地を回るルートは

見直す必要がある。さらに、「沿線アンケート調査」では、「便

数が少ない」が 23.6％と最も多く、次いで「目的地まで時間が

かかる」が 16.0％となっている。ルート見直しで目的地までの

所要時間が短縮されることにより、増便の可能性が広がる。 

 河東地域の住民ニーズに合ったバスとなるよう、運行の効率

化及び利便性向上につながる施策に取り組む必要がある。 

 

市内を運行、または近隣市町村と結ぶ、生活交通路線や市町村生活交通路線について運

行の効率化を図り、運行サービスの維持及び利用促進を図る。 

【施策メニュー】 ・運行経路、運行ダイヤの見直し ・乗り換えシステムの構築 

みなづる号が河東地域の住民にとって利用しやすいバスとなるよう、需要に応じた適切

な運行サービスを提供し、利便性の向上及び利用促進を図る。 

【施策メニュー】 ・運行経路、運行ダイヤの見直し ・地域との連携 

・利用促進に係る情報発信    ・路線バスとの相互補完機能 

・地域イベントとの連携 

●経常損失額、経常損失の比率 

●みなづる号の利用目的 【利用者調査】 

●みなづる号に対する不満点 【沿線アンケート調査】
（複数回答） [上段：回答数　下段：構成比（％）]

自
宅
か
ら
停
留
所
が
遠
い

目
的
地
ま
で
時
間
が
か
か
る

目
的
地
ま
で
乗
換
え
が
必
要

目
的
地
ま
で
の
路
線
が
な
い

便
数
が
少
な
い

バ
ス
停
や
路
線
が
分
か
ら
な
い

始
発
の
時
刻
が
早
い

始
発
の
時
刻
が
遅
い

終
発
の
時
刻
が
早
い

終
発
の
時
刻
が
遅
い

そ
の
他

無
回
答

合
計

35 40 26 31 59 15 8 4 15 6 65 81 250
14.0 16.0 10.4 12.4 23.6 6.0 3.2 1.6 6.0 2.4 26.0 32.4 100.0

7.7%

35.0%

27.3%

25.5%

23.1%

27.3%

18.2%

10.0%

7.7%

10.0%

18.2%

12.7%

38.5%

25.0%

13.6%

23.6%

5.0%

1.8%

5.0%

3.6%

23.1%

5.0%

13.6%

12.7%

5.0%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

7月12日

7月14日

7月15日

全体

通勤 通学 通院 買物 観光 仕事 娯楽･趣味 その他 未回答

N=13

N=20

N=22

N=55

【参考資料２】 方針別施策メニューの設定について 

15.熊倉・喜多方線

14.塩川・喜多方線

13.笈川線

12.芦の牧線

11.坂下線

10-2.高坂線

10-1.若松・原線（原長

谷川線）

9.新鶴線

7.高田線（年貢町経由

永井野線）

4.高田線（永井野線）

3.本郷線

2.金堀線

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

\0 \5,000,000 \10,000,000 \15,000,000 \20,000,000 \25,000,000 \30,000,000

経常損失額(円）

経
常
経
費
に
対
す
る
経
常
損
失
の
比
率
（
＝
負
担
率
）
（
％
）

経常損失額が高く
経常損失の比率も高い路線

図　経常損失額と経常損失率

生活交通路線であり経常損失の比率が45％
を上回っている路線（国庫補助、県補助以外
の市町村補助が補助条件として発生する）

経常損失の比率
が45％のライン

平均33.8％

平均\1,1217,906

◆生活交通路線
◆市町村生活交通路線
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③ピカリン号の運行の効率化、利便性向上 

ピカリン号は北会津地区のコミュニティバスとして運行さ

れているが、利用者数が伸び悩んでいる。 

各種調査結果を見ると、「利用者調査」より、通勤・通院利

用が多いことから、生活交通としての機能を強化し、現状で１

便あたりの所要時間80分を短縮させる必要もある。さらに、「沿

線アンケート調査」では、「便数が少ない」が 43.6％と最も多

く、次いで「目的地まで時間がかかる」が 22.9％となっている。 

北会津地区の住民ニーズに合ったバスとなるよう、運行の効

率化及び利便性向上につながる施策に取り組む必要がある。 

 

 

 

 

＜目標 1-2＞既存交通資源の有効活用や新たな交通システムの導入 

④新たな交通システムの導入 

市内郊外部においては交通空白地

域、交通不便地域が存在しており、地

域に見合った施策として、新たな交通

システムの導入が考えられる。市民ア

ンケートの結果より、導入された場

合、一定程度の利用が見込める。 

ピカリン号が北会津地域の住民にとって利用しやすいバスとなるよう、需要に応じた適

切な運行サービスを設定し、利便性の向上及び利用促進を図る。 

【施策メニュー】 ・運行経路、運行ダイヤの見直し ・地域との連携 

・利用促進に係る情報発信       ・スクールバス機能の付加 

・地域イベントとの連携 

需要や道路などの地域条件により通常のバス車両等での対応が困難な地域においては、

その地域に見合った適切な運行サービスの提供を図る。 

【施策メニュー】 ・空白地区、不便地区へのサービス提供 

・乗合タクシー等の新たな交通手段の導入検討 

n=305

利用しない
34.1%

利用したい
46.2%

無回答
7.9%

積極的に
利用したい
11.8%

●新たな交通サービスが導入された場合の利用意向 

【市民アンケート】 

●ピカリン号に対する不満点 【沿線アンケート調査】

●ピカリン号の利用目的 【利用者調査】 

（複数回答） [上段：回答数　下段：構成比（％）]

自
宅
か
ら
停
留
所
が
遠
い

目
的
地
ま
で
時
間
が
か
か
る

目
的
地
ま
で
乗
換
え
が
必
要

目
的
地
ま
で
の
路
線
が
な
い

便
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が
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な
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停
や
路
線
が
分
か
ら
な
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始
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が
早
い

始
発
の
時
刻
が
遅
い

終
発
の
時
刻
が
早
い

終
発
の
時
刻
が
遅
い

そ
の
他

無
回
答

合
計

15 50 24 37 95 9 11 11 32 3 40 62 218
6.9 22.9 11.0 17.0 43.6 4.1 5.0 5.0 14.7 1.4 18.3 28.4 100.0

23.3%

16.0%

18.4%

23.3%

14.5%

20.9%

32.0%

22.4%

37.5%

7.0%

8.0%

10.5%

25.0%

7.0%

37.5%

16.3%

32.0%

23.7%

4.0%

5.3%

4.0%

2.3%

4.0%

5.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

7月12日

7月14日

7月15日

全体

通勤 通学 通院 買物 観光 仕事 娯楽･趣味 その他

N=8

N=43

N=25

N=76

※自宅付近のバ

ス停留所まで

の距離で「遠

い」「やや遠い」

（赤枠内）と回

答した305人の

み回答 

●駅・バス停勢力圏半径 500ｍの状況 ●バス路線のサービス状況（平日の運行本数）

ハイカラさん

5 本未満/日
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⑤路線バスとスクールバスとの統合運行 

湊、大戸地区においては、平

成 21 年４月より、スクールバス

の一般混乗運行を開始してい

る。 

児童・生徒の通学対応と地域

住民の生活交通を組み合わせた

効率化策であるが、既存資源活

用による公共交通サービス提供

の手法として湊、大戸地区の状

況を検証し、他の地区において

も、スクールバスの有効活用や、

スクールバスと路線バスとの統

合化などの取り組みを検討す

る。 

 

⑥福祉バス、医療バス等の有効活用 

市内の郊外部においては、バス停勢圏や駅勢圏に含まれないエリアや集落等（交通空白地域）が存

在し、また、路線バスが運行されているものの運行本数が少なく、サービス水準が低い不便地域も存

在している。このような地域では、特に高齢者等の交通弱者といわれる方々にとって、中心市街地へ

の買い物や医療機関の受診等において不便を来たしていることから、解決策の一つとして、福祉バス

や医療バス等、法人や団体が運行するバスを有効活用する方策が考えられる。 

有効活用事例として、他自治体（千葉県我孫子市）では、平成 17 年

３月より、高齢者や障がい者の買い物や通院、駅や公共施設までの

足として、市内の病院や自動車教習所、大学、市の福祉施設の送迎

バスを施設利用者以外でも無料で利用できるようにする運行サービ

スが行われている。施設利用者以外で送迎バスを利用できるのは、

市内在住の 65 歳以上の高齢者または障がい者であり、１ 人で乗降

できるか、介助者の同伴で乗降できる者となっている。（介助者も利

用可） 

市内公共交通の体系を考える上で、バスや乗合タクシーのように、

道路運送法第４条に基づく公共交通の確保が第一であるが、これら

が困難な場合の手法として、必要に応じた活用検討を行う。 

 
 

既存資源活用による公共交通サービス提供の手法として、スクールバスの有効活用や、

スクールバスと路線バスとの統合化などの取り組みを検討する。 

【施策メニュー】 ・路線バスとスクールバスの統合化 

・スクールバスの一般利用化 

道路運送法第４条に基づく公共交通の確保が第一であるが、これらが困難な場合の手法

として、既存資源（福祉バスや医療バス等）の活用検討を行う。 
【施策メニュー】 ・福祉施設バス及び病院バスの一般高齢者等の利用 

●団体・法人の送迎バス 

有効活用事例（我孫子市） 

 【国土交通省資料】

●湊地区のスクールバス路線図 ●大戸地区のスクールバス路線図
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＜目標 1-3＞公共交通の相互連携強化 

⑦乗換拠点の整備 （乗換えによるネットワーク） 

市内の路線バスは、会津若松駅や中心部（神明通りなど）より市

域を放射状に運行している。また、観光、生活対応の両面から循環

路線（まちなか周遊バス、市内１～６コースなど）も中心部に整備

されている。 
路線バスとコミュニティバス、路線バスと路線バス、路線バスと

鉄道といった種類の異なる交通システムの乗換拠点を整備すると

ともに、パークアンドバスライドおよびサイクルアンドバスライド

などの取組みを通して、全市的に効率的な公共交通ネットワークの

形成を図り、利用者の利便性向上や利用促進に繋げる。 

 

⑧バス交通情報提供の充実 

市民の公共交通への関心については、市民アンケートの結果より、自宅付近のバス停の位置は知っ

ているものの、バスの運行時間、経路・行き先、運賃など「知らない」、「わかりにくい」という回答

者が５割以上となっており、決して関心が高いとはいえない。また、バスの運行情報の認知方法とし

ては、市や事業者の路線案内（パンフレットやホームページ）を見て知ったという回答者が３割程度

となっている。市民の公共交通への関心を高めるためには、市や事業者の路線案内だけでなく、あら

ゆる生活及び観光の場面において、公共交通の運行情報に触れる機会を増やし、市民の公共交通の利

用促進を図っていく必要がある。 

バス間の乗換拠点を整備することで、会津若松市内の公共交通ネットワーク体系の構築

を図る。 

【施策メニュー】 ・乗換え、待合施設の整備 

・乗換え案内の整備 

市民への路線バスの認知度向上、利用促進を図るため、市民に対してバス交通情報の提

供を充実させる。 

【施策メニュー】 ・路線整備、ダイヤ接続情報、利用方法等の情報提供 

・高齢者用公共交通利用マップ ・時刻表の作成、配布 

●バス路線や運行情報の認知状況 【市民アンケート】 ●バス路線や運行情報の認知方法 【市民アンケート】

40.1%

8.7%

28.7%

4.5%

13.1%

22.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

自宅付近のバス停留所を見て知った

バスが走っているのを見て知った

市やバス事業者の路線案内(パンフレ
ットやホームページなど)を見て知った

その他

バスの路線や時刻表などは知らない

無回答 n=2139

63.3

35.4

32.0

23.0

12.9

17.4

24.9

16.0

14.1

35.4

30.0

47.2

9.8

11.7

13.1

13.7

わかりやすい わかりにくい 知らない 無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

自宅付近の
バス停留所の位置

バスの運行時刻

バスの運行経路
や行き先

主な目的地
までの運賃

n=2139

●中心市街地における乗換拠点の例

拠点例①：会津若松駅

拠点例②：神明通り 
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⑨鉄道とバス交通の運行サービス連携 

鉄道とバス交通の連携については、会津ぐるっとカード（Ｊ

Ｒ・会津鉄道・会津バス・磐梯東都バス利用時の共通カード）

やレール＆バス共通定期券（会津バスと会津鉄道の共通定期

券）が発売されており、更なるＰＲが必要である。 

また、ＰＲの面だけでなく、ダイヤ設定やレール＆バスライ

ドなどソフト・ハード両面での連携が市民のスムーズな移動に

寄与すると考えられる。 

市民が公共交通機関を利用してスムーズな移動ができるよう、鉄道とバス交通の運行サ

ービスの連携を図る。 

【施策メニュー】 ・鉄道とバスのダイヤ等の連続性の確保 

●会津バスと会津鉄道の共通定期券のＰＲ

 【会津鉄道ＨＰ（会社概要→沿革）】

●会津乗合自動車ヒアリング 【会津線ヒアリング結果】 

【会津線と路線バスの乗り継ぎや、ネットワーク上の課題】 

・連携にはレール＆バスライド的連携が必要であるが、特に西若松駅からの連携や、接続案内の強化が必要。 

・バスは極力鉄道の時刻に合わせたダイヤを組んでいるが、鉄道事業者からバス事業者へのダイヤ改正の連絡が遅いため、鉄

道に接続したダイヤ設定には苦慮している。 

・会津鉄道との共通定期券を発売しているが利用者が少ない。ＰＲの必要性あり。 
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方針２ まちの活性化につながる公共交通体系の構築 

＜目標 2-1＞歩いて暮らせるまちづくりに資する公共交通機能の確保 

①中心市街地における定期路線バス機能の維持 

市内の中心市街地においては、ハイカラさん・あかべぇの利用が好調であり、観光都市としての会

津を見据えて今の需要を維持あるいは増進していく必要がある。一方で、中心部における路線バスと

の競合という問題も抱えており、市内１～６コ

ースの利用は導入当時のような観光利用がな

くなり、生活交通として維持されている。 

コミュニティバスのみなづる号（河東地域）

とピカリン号（北会津地区）は中心市街地と郊

外部を結ぶ路線として運行されているが、これ

らも一般の路線バスとの路線やサービス圏の

一部重複という課題がある。 

今後は、現状の路線バス機能を維持するため

に、重複路線（特に中心部に集中する観光路線

や生活路線など）の効率化を図り、中心市街地

における定期路線バス機能の維持を行うこと

が必要である。 

また、本市と周辺市町村をつなぐ定期路線バスは、生活交通路線（国庫補助の対象から外れた路線

が市町村生活交通路線の対象となる）が主となる。しかし、現状では生活交通路線は利用者の確保が

難しく、経常損失の比率及び欠損補助額が非常に高い状況にある。また、市町村生活交通路線におい

ては利用者の確保がさらに困難である。 
これらの路線は、市の郊外部や隣接市町村への公共交通ネットワークを形成する上で重要な広域的

幹線的路線であるため、見直しや運行の効率化も見据えたバス機能の維持が必要である。 

 

中心部に集中する観光路線や生活路線などの運行の効率化を図り、中心市街地における

定期路線バス機能の維持を行うとともに、郊外部や周辺市町村を結ぶ路線を維持するため

の方策の実施、支援を行う。 

【施策メニュー】 ・市街地生活路線の維持 

・補助路線の維持 

本郷
住吉町
経由
永井野

年貢町
経由
永井野

七日町・
坂下

塩川・
喜多方

熊倉・
喜多方

原・
長谷川

Ｈ19 （平均）　3.6 4.4 4.7 3.1 3.5 3.2 3.1 3.1
Ｈ20 （平均）　3.3 3.6 4.0 3.0 3.2 3.2 3.0 3.0
Ｈ19 910,005 76,312 164,952 66,003 223,164 171,120 100,325 108,129
Ｈ20 1,033,946 114,395 272,113 70,167 208,962 184,809 94,223 89,277

平均乗車
密度
輸送人員
（人）

項目 内容 合計

内訳

※平均乗車密度：その路線の１日１ｋｍあたりの乗車人数。（始点から終点まで平均して常時バスに乗っている人数）

●「生活交通路線」の利用実績【会津若松市環境生活課資料】 ●「市町村生活交通路線」の利用実績 

 【会津若松市環境生活課資料】 

●中心市街地における定期バス路線の競合（錯綜）の状況 

中心部の路線の 

競合（錯綜） 

ハイカラさん

ハイカラさん

金堀
循環
芦の牧

新鶴
温泉

笈川 高坂

Ｈ19 （平均）　2.8 1.0 3.5 1.5 1.7 0.3
Ｈ20 （平均）　2.5 0.7 3.3 1.5 1.5 0.2
Ｈ19 152,332 8,519 118,868 9,492 15,361 92
Ｈ20 149,072 7,477 116,307 9,372 15,817 99

輸送人員
（人）

項目 内容 合計
内訳

平均乗車
密度
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②高齢者等が利用しやすい公共交通サービスの提供 

路線バスの利用実態（年齢層別）では、高齢

者層においてバス利用の割合が高く、高齢者層

が外出手段としてバス交通に依存している傾

向が把握できた。高齢者のバス利用の目的とし

ては通院や私事、買物といった目的の利用が多

い一方、バス交通に対する満足度としては、運

行本数などに対して増やして欲しいなど満足

度が低い傾向が見られる。 

平成 21 年４月より、病院循環バス「ひまわ

りくん」の実証実験が開始されているが、会津

若松市内の医療機関へ通院する利用者（主に高

齢者）が多数いることから、通院ニーズへの対

応路線として計画、運行されている。現状とし

て、一便あたり 6.6～7.0 人の利用であり、一

定の利用が見られている。 

このように、バス交通に外出を依存する高齢

者等にとって利用しやすい公共交通サービス

をより充実させるとともに適切な情報提供や

案内板の整備などの対応が必要である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

バス交通に依存する傾向の高い高齢者等にとって、利用しやすい公共交通サービスの提

供や、案内の整備などの対応を行う。 

【施策メニュー】 ・病院循環バスの運行と利用案内の作成 

         ・高齢者運賃割引制度 

         ・運転免許自主返納者運賃割引制度 

         ・バリアフリーに配慮した施設、設備等の整備 

●病院循環バス「ひまわりくん」の利用状況（Ｈ21.6～10）

【会津若松市資料】

70.0

31.8

22.9

25.8

18.1

5.0

2.2

11.8

12.0

15.0

13.6

11.4

9.7

18.1

23.8

23.5

30.4

16.9

17.6

19.8

9.1

6.5

6.7

13.8

17.6

29.3

38.6

29.4

17.1

36.4

51.4

38.7

29.5

30.0

37.6

19.6

18.1

29.4

29.1

10.0

4.5

8.6

16.1

13.3

13.8

9.4

8.7

8.4

11.8

11.0

5.0

4.5

5.7

3.2

14.3

13.8

11.8

9.8

18.1

11.0

通勤・通学 買物 通院
娯楽や趣味

などの私事
その他 無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

10代

20代

30代

40代

50代

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75歳～

無回答

合　計

n=20

n=22

n=35

n=62

n=105

n=85

n=92

n=17

n=601

n=80

n=83

●路線バスの利用目的（年齢別） 【市民アンケート】 

n=1412

無回答
4.4%

利用しない
72.7%

利用する
22.9%

n=678

無回答
14.0%

利用しない
47.6%

利用する
38.3%

●高齢者（65 歳以上）の

路線バス利用割合  

【市民アンケート】 

●10代～65歳未満の

路線バス利用割合  

【市民アンケート】 

23.4

21.6

29.4

26.5

25.6

20.8

20.9

30.1

25.1

18.4

25.0

18.2

9.7

6.9

15.1

13.6

12.9

13.2

11.0

16.4

12.2

12.9

9.1

11.9

9.3

8.2

10.6

12.9

13.2

9.7

14.0

16.3

11.1

1.5

1.5

0.8

1.3 44.2

47.8

48.5

40.4

37.2

25.9

20.4

17.8

12.1

20.4

31.5

3.9

7.5

4.4

8.2

12.2

25.5

30.6

30.5

30.4

32.7

18.1

本数が少ないので

増やして欲しい
まあまあ満足

現行の運行

本数で良い

0.9

1.0

0.2

0.6

もう少し少なく

ても構わない

1.6

1.3

0.5

1.0

0.5

0.9

もっと少なく

ても良い

0.4

0.4

わからない 無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

10代

20代

30代

40代

50代

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75歳～

無回答

合　計

n=77

n=134

n=204

n=317

n=425

n=235

n=236

n=49

n=2139

n=255

n=207

●路線バス運行本数の満足度（年齢別） 【市民アンケート】 

59.6
62.7

60.7
59.8 59.7

6.6
7.0

6.7 6.6 6.6

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

６月 ７月 ８月 ９月 １０月

一
日
平
均
利
用
者
数
（
人
）

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

一
便
平
均
利
用
者
数
（
人
）

一日当り

一便当り

『ひまわりくんの特徴』 

高齢者等にやさしい低床

車両や分かりやすい運賃

設定により、利用者の利便

性向上を図っている。 
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＜目標 2-2＞観光・商業との連携強化 

③観光客が利用しやすい公共交通サービスの提供 

 会津若松市内には、様々な観光地、観光・文化イベントが多

く分布しており、市内に訪れる観光客の立寄り率の高い施設も

多い（鶴ヶ城、飯盛山、会津武家屋敷など）。 

 また、ハイカラさんやあかべぇは識別しやすい特殊車両が使

用されており、一目瞭然で分かりやすいことが利用しやすさ、

利用促進につながっている。（会津乗合ヒアリング） 
 今後、市内の観光交通としての公共交通の利用を促進するた

めには、現状のハイカラさん、あかべぇの利便性を維持すると

ともに、観光客に分かりやすい情報を提供することが必要であ

る。 

 
④商店街利用と公共交通利用の相乗効果の促進 

会津若松市の中心市街地活性化の取り組みとして行われた『歩いて暮らせるまちづくり』社会実験
では人と車の共生や人と人のふれあい、賑わいが目標とされ、さらに身近な交通手段としてバスやジ
ャンボタクシーの運行がメニューとされている。福島県商業まちづくり推進条例においても商業まち
づくりのための公共交通機関の活用や利用促進が示されている。 
中心市街地や商店と公共交通活性化は一体的に取り組むことで相乗効果も期待できる。 
 
１）歩いて暮らせるまちづくり会津若松地区社会実験（会津若松市中心市街地活性化協議会：平成 20 年３月）

 
 
 
 
 
２）福島県商業まちづくり推進条例（福島県：平成 17 年 10 月 18 日制定） 

 

観光施設などと連携し、公共交通の活性化を目指した一体的な取り組みを行う。 

【施策メニュー】 ・観光利用促進のための沿線情報や散策路を掲載したマップの作成 

         ・まちなか周遊バスの充実 

中心市街地や商店と公共交通活性化を目指した、一体的な取り組みを行う。 
【施策メニュー】 ・公共交通利用チラシの設置及び案内板の設置 
         ・公共交通機関利用者に対する買物割引乗車券や沿線施設割引券 

  等の企画 
 ・商業施設敷地内への車両の乗り入れ 

●まちなか周遊バス「ハイカラさん」 

◎施策目標  「車中心のまち」 社会から  
『人と車が共生するまち』～歩く人を優先し、人と車が共生するまち～ 
『人と人がふれあうまち』～人と人との出会いが増え、コミュニケーションが活発になるまち～ 
『賑わいのあるまち』～歩く人で賑わい、歩く楽しみが得られ、快適で心地よいまち～ 

◎社会実験のポイント ポイントの一つとして、身近な交通手段として「まちなか循環バス・ジャンボタクシーに
よるコミュニティバスの運行」が掲げられた。 

■ 歩いて暮らせるコンパクトなまちづくり 
・自動車を利用しなくても、自宅から徒歩、自転車、公共交通機関などでいける範囲に、医・食・住・遊などの日
常生活に必要な諸機能が集約され、誰もが安全に快適に暮らせるまち。 
■ 環境への負荷の少ない持続可能なまちづくり 
・自動車の利用を抑制し、公共交通機関の利用を促進させることにより無駄なエネルギーの消費が抑制されたまち。 

●会津⇔首都圏間県外利用者の会津の主な   

観光スポット立寄り率 【アナリーゼふくしま】 
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方針３ 市民や地域に根付いた持続的な公共交通の実現 

＜目標 3-1＞市民の利用促進 

①バス交通サポート運動の推進 

コミュニティバスについては、北会津地域及び河東地域それぞれに各関係機関、団体の代表者によ

り構成する『運行サポート委員会』を組織するとともに、パンフレットや市政だよりなどをはじめと

するさまざまな媒体を通して利用促進に努めてきた経過にある。 

今後は、コミュニティバスだけでなく路線バス等においても、地域

のサポート体制を形成し地域でバス等の公共交通を支える機運を高

め、持続可能な運行体制を確立してい 

くことが必要である。 

 さらに地域住民が一丸となって、路線

バスの利用促進を目的とした情報発信

や市民イベントを実施することで、バス

交通に対する市民の意識は高まるもの

と考えられる。 

 

②企業や事業所等による通勤利用促進 

市内における通勤・通学時の利用交通手段を年齢別にみる

と、自家用車（自分で運転）が 65.5％と最も多く、バスが

6.6％と極めて少ないのが現状である。 

各企業が自主的にモビリティ・マネジメントに取り組み、

各社員に対して通勤時の移動手段をマイカーから、バスをは

じめとした公共交通に転換させることにより環境負荷を低

減させるとともに、公共交通の利用促進を図る必要がある。 

また、モビリティ・マネジメントの実施にあたっては、企

業や事業者が連携し、ノーマイカーデーの実施等を個別では

なく、地域全体として実施することが重要である。 

地域住民全体で支えるバス交通のサポート体制を構築し、路線バスの利用促進を目的と

した情報発信や市民イベントを実施する。 

【施策メニュー】 ・地域で支えるバスサポート組織、活動 

・バス利用に係る市民イベントの実施 

地域全体で公共交通を利用する機会を生み出すため、企業や事業者が連携し、通勤時の

公共交通の利用促進を図る。 

【施策メニュー】 ・企業モビリティマネジメント 

・ノーマイカーデーの実施 

●通勤・通学で利用する交通手段（年齢別） 

 【市民アンケート】

●北会津地域巡回バス運行サポート委員会

平成 18 年５月 27 日設立 【ピカリン号資料】

●河東地域コミュニティバス運行サポート委員会

平成 20 年５月 22 日 

【第２回会津若松市地域公共交通会議資料】

委員長 

副委員長 

自
家
用
車

（

自
分
で
運
転
）

自
家
用
車

（

送
迎
に
よ
る
）

鉄
道

バ
ス

タ
ク
シ
ー

バ
イ
ク
（

原
付
含
む
）

自
転
車

徒
歩

そ
の
他

無
回
答

合
計

10代 3 28 15 15 1 0 55 20 0 4 77
3.9 36.4 19.5 19.5 1.3 0.0 71.4 26.0 0.0 5.2 100.0

20代 72 7 0 6 2 5 18 14 0 9 108
66.7 6.5 0.0 5.6 1.9 4.6 16.7 13.0 0.0 8.3 100.0

30代 132 13 1 5 0 1 26 26 1 5 168
78.6 7.7 0.6 3.0 0.0 0.6 15.5 15.5 0.6 3.0 100.0

40代 201 12 0 14 2 5 45 29 2 9 255
78.8 4.7 0.0 5.5 0.8 2.0 17.6 11.4 0.8 3.5 100.0

50代 194 9 3 19 3 6 38 43 4 20 282
68.8 3.2 1.1 6.7 1.1 2.1 13.5 15.2 1.4 7.1 100.0

60～64歳 53 6 3 6 3 3 16 15 1 12 92
57.6 6.5 3.3 6.5 3.3 3.3 17.4 16.3 1.1 13.0 100.0

65～69歳 23 3 0 1 0 3 3 7 1 4 40
57.5 7.5 0.0 2.5 0.0 7.5 7.5 17.5 2.5 10.0 100.0

70～74歳 8 6 0 1 0 1 5 3 0 1 19
42.1 31.6 0.0 5.3 0.0 5.3 26.3 15.8 0.0 5.3 100.0

75歳～ 3 1 0 0 0 0 0 0 0 3 7
42.9 14.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 42.9 100.0

無回答 9 2 1 3 1 0 2 2 1 1 17
52.9 11.8 5.9 17.6 5.9 0.0 11.8 11.8 5.9 5.9 100.0

合　計 698 87 23 70 12 24 208 159 10 68 1065
65.5 8.2 2.2 6.6 1.1 2.3 19.5 14.9 0.9 6.4 100.0

多い 少ない 
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 ＜目標 3-2＞公共交通維持の意識啓発 

③市民が公共交通を考える機会の提供 

公共交通の利用促進を図る上で、市民が公共交通について考える機会を提供することは重要である。

市民アンケートの結果では、バスサービスを必要とする意見が多く、路線バス必要性の理由として、「バ

スがあると将来の移動手段について安心感が得られるから」が 36.8％と高く、将来を見据えてバスを

必要と感じる市民は多い。このような状況で、市民アンケートの結果より、自宅付近のバス停の位置

は知っているものの、バスの運行時間、経路・行き先、運賃など「知らない」、「わかりにくい」とい

う回答者が５割以上となっており、決して関心が高いとはいえない。 

今後は、市民が公共交通について考えるための機会として、シン

ポジウムやワークショップ等を開催し、公共交通利用の機運を高め

ていく必要がある。 

 

 

④バス停等の快適化の実施 

＜目標 1-3＞の⑦乗換拠点の整備 （乗換えによるネットワーク）において、路線の重複による非効率な運

行の改善方法として、乗換拠点の整備を挙げたが、利用者にとっての快適な乗換環境を整備すること

も、バスの利用促進策の一つである。 

その取組みの一環として、バス停等の快適化の実施

が考えられる。市民アンケートの結果をみると、住民

によるバス路線計画への取り組み意向は、「停留所付近

の清掃や植栽などの維持管理を行う」が１割を超えて

おり、市民の意識は確実にあることが分かる。 

バス停等の快適化の実施は、市民によるバス停周辺

の自主的な除草・清掃活動への支援を通して公共交通

維持の意識を啓発する取組みとして重要な位置づけで

ある。 

 

 

市民の公共交通への関心を高めるため、また認知度の向上を図るため、公共交通につい

て考える機会を提供する。 

【施策メニュー】 ・公共交通利用促進フォーラム、シンポジウムの開催 

・公共交通を考えるワークショップの開催 

市民の公共交通の維持意識を高めるため、地域住民が一体となったバス停等の美化活動

を行う。 

【施策メニュー】 ・地域住民による快適化サポート（美化活動） 

・バス維持意識の啓発 

●バス路線や運行情報の認知状況 【市民アンケート】

63.3

35.4

32.0

23.0

12.9

17.4

24.9

16.0

14.1

35.4

30.0

47.2

9.8

11.7

13.1

13.7

わかりやすい わかりにくい 知らない 無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

自宅付近の
バス停留所の位置

バスの運行時刻

バスの運行経路
や行き先

主な目的地
までの運賃

n=2139

●路線バスの必要性の理由 【市民アンケート】 

n=2139

バスがあると
車を運転せずに
外出ができるから

11.1%

バスが無いと外出を
家族等の送迎に頼る
必要があるから

7.0%

バスがあると
将来の移動手段
について安心感
を得られるから

36.8%

バスが無いと自由
に利用できる移動手段が

無くなるから
12.0%

無回答
10.4%

その他
7.5%

バスが無いと家族を
送迎する必要
が出てくるから

4.5%

バスが無くても
普段の外出に影響
を与えないから

10.7%

3.6%

4.9%

20.7%

11.5%

13.8%

5.9%

28.2%

3.9%

24.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

企画自体に参画する

路線（運行経路）やダイヤ
などの検討内容について

企画に対し意見・要望をのべる

停留所付近の清掃や植栽
などの維持管理を行う

回数券の購入など
運行費用を負担する

運行後のＰＲ活動を行う

特に何もしない

その他

無回答

n=305

●地域のバスの見直しについて一住民に 

よるバス路線計画への取り組み意向 【市民アンケート】


